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団体概要

名称　一般社団法人シェアリングエコノミー協会

設立　2016年1月15日

所在地　東京都千代田区平河町  2-5-3  Nagatacho GRID
代表理事

上田祐司（株式会社ガイアックス　代表執行役社長）

石山アンジュ

幹事

秋山広宣（株式会社 INFORICH　代表取締役）

伊藤文隆（アクシスコンサルティング株式会社　代表取締役社長  COO）

家入一真（株式会社 CAMPFIRE　代表取締役）

加藤貴博（株式会社ジモティー　代表取締役社長）

久保裕丈（株式会社クラス　代表取締役社長）

近藤佑太朗（株式会社 Unito　代表取締役）

永岡里菜（株式会社おてつたび　代表取締役 CEO）

宮下晃樹（Carstay株式会社　代表取締役）

理事

重松大輔（株式会社スペースマーケット　代表取締役社長）

南章行（株式会社ココナラ　取締役／株式会社ココナラスキルパートナーズ

代表取締役）

甲田恵子（株式会社 AsMama　代表取締役CEO）

金谷元気（akippa株式会社　代表取締役社長 CEO）

大屋智浩（Airbnb Japan株式会社　公共政策本部長）

天沼聰（株式会社エアークローゼット　代表取締役社長兼 CEO）

和田幸子（株式会社タスカジ　代表取締役）

児玉昇司（ラクサス・テクノロジーズ株式会社　代表取締役会長CEO）

馬場光（株式会社DeNA SOMPO Mobility　代表取締役社長）

佐別当隆志（株式会社アドレス　代表取締役 CEO ）
積田有平

シェアリングエコノミー協会について



ビジョン（Co-Society）実現に向け、７つのサステナビリティを設定しています。
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当協会の掲げる 7つのサステナビリティ
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協会では次の４つのセクターに対して

シェアリングエコノミーの普及・促進活動を行っています。

国
ロビー活動

自治体
シェアリングシティ

企業
法人会員

個人
シェアワーカー

シェアリングエコノミー協会について



シェアリングエコノミー協会について



インターネットを介して個人と個人・企業等との間で
活用可能な資産（場所・モノ・スキル等）をシェア（売買・貸し借り等）すること

で生まれる新しい経済の形。

個人が保有する資産を活用するCtoC型 、
企業が有する資産や公共資産をシェアするBtoB型 BtoC /GtoC型 などがあります。

シェアリングエコノミーとは

（引用）消費者庁 
「あんぜん・あんしんシェアリングエコノミー利用ガイドブック」 



（引用）国土交通省国土政策局作成「シェアリングが有する機能」

シェアリングとはあらゆる資産の共同所有、売買、貸借り等を行う「経済的機能」 と、地域のつな
がりを生み出し、新しいコミュニティを創造する「社会的機能」 をもつ概念。

シェアリングエコノミーとは
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シェアリングエコノミーの社会意義



株式会社情報通信総合研究所と共同で日本のシェアリングサービスに関する市場調査を実施。

2022年度日本におけるシェアリングエコノミーの市場規模が「2兆6,158億円」となり、

2032年度には最大「15兆1,165億円」に拡大することが分かりました。

10

シェアリングエコノミーの社会意義：新たな経済・産業の創出
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シェアリングエコノミーの社会意義：サステナブルな経済モデル
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シェアリングエコノミーの社会意義：共助・コミュニティの再生

近代におけるまちづくりは行政と企業が主導、市民は「サービスを利用するお客様」だっ
た。シェアリングは新たな市民参画・共助のかたちをつくる。
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シェアリングエコノミーの社会意義：おお



シェアリングエコノミーはインターネットやデジタルデバイスの普及とともに世界中で広がっており、人々の

多様な暮らし方や働き方の選択肢を広げています。「シェア」を街のインフラとしてまるごと浸透させる こ

とで街全体の経済効果と活性化を生み出す 都市「シェアリングシティ」が世界各国で生まれています。

シェアリングシティとは

Soul, KoreaAmsterdam, NetherlandsSan Francisco, USA

Sharing Cities 2020: A Case-Based Approach – November 28, 2021  

 by Iris Wang (編集), Hideaki Ninomiya (編集), Benjamen Gussen (編集) 

https://www.amazon.co.jp/-/en/s/ref=dp_byline_sr_book_1?ie=UTF8&field-author=Iris+Wang&text=Iris+Wang&sort=relevancerank&search-alias=books-us
https://www.amazon.co.jp/-/en/s/ref=dp_byline_sr_book_2?ie=UTF8&field-author=Hideaki+Ninomiya&text=Hideaki+Ninomiya&sort=relevancerank&search-alias=books-us
https://www.amazon.co.jp/-/en/s/ref=dp_byline_sr_book_3?ie=UTF8&field-author=Benjamen+Gussen&text=Benjamen+Gussen&sort=relevancerank&search-alias=books-us


各国さまざまな定義がありますが、シェアリングエコノミー協会では

公助を「共助」で補完しサステナブルな自治体を実現しようとする試み を

課題先進国と呼ばれる日本ならではの「シェアリングシティ」の取り組みとして

推進しています。

シェアリングシティとは
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コンセプト：「公助を共助で補完する」

2016年の協会設立以降、官民を挙げて、シェアリング

エコノミーサービスを活用した地域課題解決を推進して

きました。自治体のシェアリングエコノミー導入の教科

書「活用ハンドブック」を作成し、2022年3月には1741

の全国の自治体に配布を行いました。

公共サービスだけでは解決のできない課題が山積する

中、「シェア」という概念を導入することによって、公助を

「共助」で補完し、サステナブルな自治体を実現しよう

とする試み を「シェアリングシティ」 と呼び、推進してい

ます。



ボードメンバー

政府（サポーター） アドバイザリーボード

事務局・シェアリングシティ推進パートナー

会員

・広域対応：福岡県  副知事  江口勝

・災害支援：JVOAD 理事 明城徹也

・関係人口：株式会社カヤック  中島みき

・モビリティ：株式会社電脳交通　北島昇

・観光：公益財団法人日本交通公社   山田 雄一

・子育て支援：社会保険労務士法人ワーク・

　イノベーション  代表 菊地 加奈子

・自治体（都道府県、市町村） / NPO / 社団法人 / DMO /  大学 / まちづくり会社 等

・デジタル庁  統括官

　村上敬亮

・総務省  情報流通行政局情報通信政策課長

　田邊 光男

協会 首長

代表 代表

シェアリングシティ推進協議会  体制



自治体

首長

代表  

兵庫県神戸市  市

長

久元喜造

シェアリングエコノミー協会

代表理事

石山 アンジュ  

シェアリングエコノミー協会理事

（株）AsMama　代表取締役CEO

甲田 恵子

シェアリングエコノミー協会理事

兼 関西支部長

akippa（株） 代表取締役社長CEO 

金谷 元気

シェアリングエコノミー協会

九州支部長

ナレッジネットワーク（株） 代表取締役社長

森戸 裕一

シェアリングエコノミー協会

常任理事

積田 有平

代表  

シェアリングエコノミー協会

沖縄支部長

HelloWorld株式会社

代表取締役Co-CEO / 弁護士

冨田 啓輔

福岡県福岡市  市長

高島 宗一郎

千葉県千葉市  市長

神谷 俊一
埼玉県横瀬町  町長

富田 能成

シェアリングエコノミー協会

東北支部長 

（株）巻組  代表取締役

渡邊 享子

シェアリングエコノミー協会

東海支部長 

（株）株式会社R-pro  代表取締役

岡本 ナオト

東京都渋谷区  区

長

長谷部 健

シェアリングエコノミー協会

四国支部長 

百十四銀行 地域創生部 兼 映画監督

香西 志帆

香川県高松市  市

長

大西秀人

北海道余市町  町

長

齊藤 啓輔

シェアリングエコノミー協会

北海道支部長

えぞ財団 団長

マドラー株式会社 代表取締役 

成田 智哉

シェアリングエコノミー協会

理事

（株）ADDress 代表取締役社長

佐別当 隆志

福岡県古賀市  市長

田辺 一城

静岡県袋井市  市

長

大場 規之

北海道十勝清水町  町長

阿部一男
山形県西川町  町

長

菅野 大志
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協会

シェアリングシティ推進協議会  体制



参加自治体一覧〈規模別〉： 191自治体（2025年1月現在）   

広域自治

体

北海道、青森県、富山県、長野県、福井県、三重県、和歌山県、広島県、山口県、香川県、愛媛県、福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、宮

崎県

政令市

特別区

愛知県名古屋市、東京都渋谷区、世田谷区、品川区、千葉県千葉市、埼玉県さいたま市、神奈川県横浜市、相模原市、大阪府堺市、兵

庫県神戸市 、福岡県福岡市、北九州市、熊本県熊本市

中核市 愛知県岡崎市、兵庫県姫路市、広島県福山市、香川県高松市、福岡県久留米市、長崎県佐世保市、宮崎県宮崎市、鹿児島県鹿児島市

市

北海道苫小牧市、千歳市、青森県弘前市、岩手県大船渡市、釜石市、福島県須賀川市、二戸市、宮古市、宮城県気仙沼市、秋田県湯沢

市、鹿角市、北秋田市、群馬県太田市、埼玉県春日部市、川越市、久喜市、千葉県市川市、神奈川県逗子市、富山県滑川市、南砺市、石

川県加賀市、福井県鯖江市、大野市、坂井市、長野県飯田市、駒ヶ根市、伊那市、東御市、新潟県加茂市、岐阜県大垣市、飛騨市、美濃

加茂市、下呂市、静岡県磐田市、掛川市、袋井市、湖西市、愛知県豊川市、犬山市、常滑市、知立市、日進市、碧南市、尾張旭市、三重

県桑名市、滋賀県長浜市、守山市、大阪府池田市、茨木市、兵庫県加古川市、三木市、奈良県生駒市、和歌山県海南市、岡山県玉野

市、鳥取県米子市、広島県竹原市、尾道市、山口県山口市、萩市、香川県東かがわ市、さぬき市、徳島県徳島市、美馬市、福岡県春日

市、筑紫野市、直方市、宗像市、大川市、小郡市、柳川市、中間市、古賀市、福津市、太宰府市、筑後市、みやま市、佐賀県佐賀市、唐津

市、伊万里市、多久市、武雄市、嬉野市、小城市、神埼市、長崎県島原市、大村市、壱岐市、平戸市、熊本県八代市、天草市、上天草市、

人吉市、玉名市、豊後大野市、中津市、宮崎県都城市、日南市、鹿児島指宿市、奄美市、日置市、南さつま市、沖縄県石垣市、沖縄市、

南城市、名護市、豊見城市

町

北海道岩内町、清水町、天塩町、沼田町、余市町、安平町、上川町、厚真町、当麻町、上士幌町、長沼町、むかわ町、青森県五戸町、山

形県西川町、岩手県矢巾町、福島県双葉町、磐梯町、茨城県境町、東京都瑞穂町、埼玉県横瀬町、長野県川上村、中川村、辰野町、新

潟県弥彦村、大阪府島本町、京都府与謝野町、奈良県三宅町、山添村、岡山県早島町、美咲町、島根県知夫村、香川県綾川町、高知県

土佐町、福岡県築上町、大刀洗町、大木町、佐賀県白石町、基山町、みやき町、上峰町、吉野ヶ里町、熊本県錦町、苓北町、宮崎県高原

町、都農町、五ヶ瀬町、西米良村、鹿児島県中種子町



シェアリングシティ推進協議会  具体的な取り組み   

　

1.全国の多様な事例を参加自治体を含めた関係者に広く周知

→アワードの開催、各地域における勉強会や官民交流会の実施  
 
2.地域課題に対する解決策を協議会コミュニティで議論・検討

→ワーキンググループ・勉強会等の実施

3.地方都市の課題解決の視点でのシェアリングサービスの創造

→全国におけるシェアリングエコノミー活用実態に関する調査等

協議会への参加費用は無料です。

担当者の方々にご負担をおかけするような制約事項は特にありません。
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市場の健全な発展に必要な政府との連携

新しい経済活動としてのシェアリングエコノミーの健全な発展には、ルール形成を含む政府との連携が

欠かせません。当協会は、安心安全にシェアサービスを利用できる環境を整えるべく、 政府・自治体との

意見交換、政策提言などを行っています。政策が適切に形成されるよう、業界の最新動向・展望など、

政策を検討 する上で参考になる情報や意見の提供を行います。

働き手の保護
（厚労省、内閣官房）  

消費者の保護
（消費者庁）  

身元確認
（経産省）  

国際標準化
（経済省）  

SDGs 
（環境省）  

税
（財務省、国税庁）  

地域活性化
（総務省）  

防災
（ 内閣府）  

紛争解決
（ 内閣官房、法務省）  

スポーツ振興
（スポーツ庁）
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国の重点施策との連携

「政府成長戦略」「デジタル田園都市国家構想実現会議」「デジタル庁重点計画」などさまざまな国

の重点施策としてシェアリングエコノミーの活用について記載されています。政府、各省庁と連携

しながら、公共私の新しいプラットフォームとなるべく、国の政策とも協働して連携しています。



全国の自治体へハンドブックを配布

23

2022年3月末 自治体向けシェアサービスハンドブックを発表。

デジタル庁から47都道府県、1,741市町村に配布。



平成29年3月より、地方においてシェアリングエコノミーの導入を推進するため、豊富な知見や活用の実

績等を備え、シェアリングエコノミーの活用をわかりやすく説明する人材「シェアリングエコノミー伝道師」を

任命し、地域情報化アドバイザーとして各地に派遣しています。地域独自の課題や魅力に気付き、シェア

リングエコノミーを課題解決の主要な手段の1つとして推進し、安全・安心・快適な地域環境の整備を図る

ことを目指しています。令和元年から4年までの4年間でも、47の派遣実績があります。

24

デジタル庁  シェアリングエコノミー伝道師の派遣

・地域住民も参加  啓発イベント  （熊本県上天草市）・自治体職員向け  DX講演依頼  （福岡県北九州市）



地域課題・目的 シェアする資源

防災・災害対応
災害時に備えた共助のシステムやネットワークづくり、

平時にも活用するフェーズフリーの仕組み等。

衣食住に関わるもの

移動手段、人材等

観光
宿泊施設や、地域住民のスキル、地場産業の「体験」などの

地域資源を活用した新たな観光資源の創出、需給ひっ迫の解消

体験サービス、民泊

駐車場、自動車等

人口減少

移住・定住だけでなく、二拠点居住、副業・複業といった多様な生活

スタイル、働き方の人が関わることのできる地域の関わりしろ、コ

ミュニティの創造による関係人口創出など。

体験、スキル、仕事

情報、コミュニティ

地域コミュニティ

住環境の整備、子育てや介護などの平時に加え、災害時など有事

の際にも、あらゆる世代が助け合うことのできる新たなコミュニティ

やシステムの創出・活用等。

地域活動や家事

介護、育児等

空き家活用

地域に新たに居住地や地域のハブとなる拠点を設けたい人が

すでにある建物を活用することのできる環境づくり、

空き家活用のノウハウのシェアなど。

空き家、

拠点作りのノウハウ、

地域とのネットワーク

遊休資産活用
地域内で使われていない遊休資産（空間、モノ、スキル等）を、必要

とする人や場所等に再分配する取り組み等。

空き地などの遊休空間、家具、

電化製品、衣類等

地域交通
地域内の二次交通など地域内の円滑な移動手段の実現

公共交通空白地域の移動手段の確保、買い物支援など。

自動車、自転車、

運転スキル・人材等

働き方・教育
個々の生活環境に応じて多様な選択肢を持って働くことのできる環

境、経済環境を問わず教育機会を得られる環境の整備等。

個人が持つ資産

（スキル、お金等）

人材や多様なバックグラウンド

課題ごとのシェアリングエコノミーの活用事例



実施月 分野

2月 キックオフ

3月 関係人口、雇用創出

4月 地域交通、関係人口

5月 産業振興、地域コミュニティ

6月 教育・子育て

7月 観光・遊休資産活用

8月 SDGs・カーボンニュートラル

9月 防災・災害対応

10月 資源循環

11月 観光・デジタルノマド

シェアリングシティ推進協議会  課題別オンライン勉強会



‹#›

目次

・「未来の観光」を考えるための 4つの視点

・新しい旅は「誇れる暮らしざま」からはじまる 山田雄一さんが語る、いま日本の観光に必要なこと

・ポスト・コロナの「コンシャス・トラベラー」とは？

・わたしたちがホストをする理由

・Airbnbが「信頼と安全」のために取り組んでいること

 
ダウンロード・閲覧はこちら：

https://sharing-economy.jp/ja/means-to-the-future-of-travel

こちらからも

ダウンロード可能です

27

ワーキンググループの成果事例
：観光WGのガイドブック

https://sharing-economy.jp/ja/means-to-the-future-of-travel
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シェアリングシティ推進協議会  参加向けページプレビュー
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シェアリングシティ推進協議会の取り組み

シェアを活用したまちづくりのサポート、全国の事例を表彰する「全国シェアリングシティ大賞」、年間を通

じてオンライン勉強会を開催しています。2024年5月には全国の取り組みを共有する場として「シェアリン

グシティフォーラム2024」を開催し全国から自治体関係者の皆様にご参加いただきました。
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■ ビジネスマッチング
会員企業同⼠のビジネスマッチングを積極的に⾏っていま
す。  2019年では257社のビジネスマッチング機会を提供
しました。

■ 事業者間の交流や WG
協会内の研究会や賛助会員などと連携し、定期的に分野ごとのオ
ンラインイベントや交流会、エリアを超えたマッチングなどをお
こなっています。

地域や分野を超えたネットワーク



‹#›

当協議会を運営するシェアリングエコノミー協会にはおよそ370の会員企業が参加しています。

協議会参加自治体から参加企業への案内がある場合には、

法人会員向けメルマガへの情報掲載の相談をしていただくこ

とも可能です。

31

地域課題解決の一つの手段としていただくため、

各地の取り組み事例や、具体的なノウハウを持つ企業のご

紹介をしています。お気軽にご相談ください。

企業とつながるプラットフォームとしての活用



メディア掲載記事 一
覧はこちらから

SHARE SUMMIT - ビジネスカンファレンス

当協会設立2016年より毎年開催している国内唯一・最大の「シェア・カンファレンス」。2024年

はシェアを活用したまちづくりなどの「公民連携」をテーマに、地域の未来を切り開く全国のプ

レイヤーが東京・永田町に集結しました。カンファレンス及び交流の機会の提供と、全国の

シェアの活用事例を見ることができるツアーなどを開催し、全国から会場800名、オンライン含

め2,500名が参加。自治体関係者にも130名の方にご参加いただき、事例と熱狂をシェアし、

価値を共創する場となりました。
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● シェアワーカー向けの共済‧福利厚⽣‧補償を、必要に応じカスタマイズした形で提
供

● サービスユーザーの皆様に対する各社サポートの開発コストを⼤幅に低減

シェアで働く個⼈を⽀える保険制度

導入事例（株式会社タスカジ）

自社のサービスで働くシェアワー
カー支援制度「タスカジワークサ
ポートプラン」に、
当協会「シェアワーカーサポート
プラン」の一部を組み込み。
（各プランに応じ、損害賠償保
険、共済、福利厚生がセットにな
るよう設計）

開発コストをかけず、スピー
ディーに自社利用者向けのサー
ビスとして共済や保険などを導
入いただくことができます。



活用事例
第1回全国シェアリングシティ大賞 受賞取り組み
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軒先株式会社  × 茨城県境町（境町観光協会）

茨城県境町で開催される「利根川花火大花火大会」は、著名な花火師の競演による打上数 30,000発の全国でも有数の大規

模花火大会。来場者数は毎年 20万人以上にもなることから、大会当日は町内に 不正駐車をはじめとする渋滞などの交通

諸課題が発生。土地勘の無い来場者が駐車場を探す 事で、町内の道路が麻痺してしまい主要道路まで渋滞が広がってし

まっていた。打開策として 単なる提携やシステム導入で終わらない 軒先独自の駐車場シェアサービスの取り組みを実施し

た。

歴史ある花火大会を守れ！

単なる提携やシステム導入で終わらない駐車場シェアサービス
大賞
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佐賀県多久市  
× 株式会社トルビズオン  × 多久市まちづくり協議会かつやく隊

まちづくり団体を中心に検討を重ね、ドローンが薬を運ぶ「薬の道」、防災食を運ぶ「防災の道」など、地域課題に基づいて考

案した「空の道（ドローン定期航路）」を完成させ、ドローン物流の実証をおこなった。市内企業や市民と共同して地域課題を

解決するだけでなく、新たな「なりわい」を創出する取り組みとして発展させている。

市民の交流・共助を生むドローン活用まちづくり事業 優秀賞
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琴平バス株式会社

交通面での課題をシェアリングエコノミーの力で解決しようとスタートした、地域共有交通「琴平 mobi」をはじめ、新規性があ

るプロジェクト自体が地域の魅力になるよう挑戦している。 2023年秋には、シェアリングエコノミーや共助社会への理解を広

める事を目的に「四国シェアサミット 2023in琴平」を開催。今後も、面積 2km×4km、人口7900人というコンパクトで小さ

な町、顔が見えるコミュニティが存在する特性を活かし、共助社会・シェアリングエコノミーの力で課題解決に取り組む。

琴平町における共助の取り組み

「琴平mobi」「四国シェアサミット」「琴平デジタル町民」
優秀賞



Copyright (c) Sharing Economy Association, Japan all rights reserved.

山形県西川町

西川町は山形県のほぼ中央に位置し、総面積の約 95％が山地になり高齢化率は山形県トップの 47％超。同町は限られた

人手・

資源を効率的に活用し NFT事業を基盤に町内外の方々との共有・共助・共創によって関係人口創出、財源確保へと取り組

み

町の活性化・課題解決を図る。

自治体初！

NFTを活用した関係人口・経済循環モデル
優秀賞
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株式会社AsMama × マリモホールディングス株式会社

全国でマンション事業を営むマリモホールディングス株式会社が、不動産会社の枠を超えて、共助（シェアリング）コミュニティ

を町全体で推進していくことで不動産事業のみならず非不動産部門の事業の拡大を見据えた事業方針を掲げる中、シェアリ

ングシティの推進に実績のある AsMamaとの協業を2022年から広島市西区・南区で開始。西区では、自社の不動産施設を

地域に開放し、シェアリング活動拠点とすることを目指した結果、 1年目にして8割以上の施設予約及びシェアリングアクティ

ビティが行われている状態を実現。南区では、地域を代表する商業施設や遊休地の活用を促進したい事業者との連携に

よって多様な地域交流イベントが行われており、それらが AsMamaのシェアリングプラットフォーム「マイコミュ」によって運営さ

れている。

不動産事業者をリードパートナーとする

広島市西区・南区の共助（シェアリング）コミュニティ推進
優秀賞
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神奈川県川崎市  × 株式会社ジモティー

粗大ごみとして廃棄することを検討している住民からまだ使えるモノを収集し、リユースする協働の取り組みとして自治
体様と共同運営のリユーススポットを開設。月間1,000万人が利用するジモティーのリーチ力と効率的な運営ノウハウ
で大幅な粗大ごみの削減を実現する。

官民連携のリユース拠点「ジモティースポット川崎」
優秀賞



＾

〜

大賞
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徳島県徳島市  ×
株式会社日産サティオ徳島、スカイレンタカー四国株式会社
スカイモビリティサービス株式会社、株式会社スマートバリュー

公用車シェアリングの実証実験

優秀賞

徳島市は、令和4年5月に内閣府から「SDGs未来都市」に選定されており、民間事業者とのパートナーシップに重点的に取り
組む方針を掲げています。本事業は、公用車のシェアリングに関する実証実験を行うものですが、エントリーシートに記載し
たとおり、市単独ではなく、民間事業者との公民連携事業として実施しているものです。
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自治体としてはいち早く2013年より外部人材活用を開始。2020年度からは産業活性化、関係人口構築を目的とした

市内企業における副業兼業プロボノ人材活用推進事業をスタートし、2022年度には157件マッチングを達成。同年秋

には、自治体広報取り組みで40名もの副業人材を一括採用したことで注目され、現在も市役所

内外で先進的な人材シェアリングが進められている。

人材シェアリングを自治体から！～スキル・情報・時間を Winwinシェア～

兵庫県神戸市  × Dialogue for Everyone株式会社

優秀賞
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2021年に、上記3者で包括連携協定を締結し、コロナ禍によって受入が止まってしまった体験教育旅行の受入に伴う農家民泊の再開に向

けて、連携して取り組むとともに、空き家活用DIY等のイベントを通じて、新たな関係人口を創出し、持続可能で魅力的なまちづくりに寄与

する取組を実践してきた。人と人のつながりによる視点から、まち全体で人を受け入れる気運を高め、若者世代（Z世代）による情報発信を

進めるとともに、地域課題の解決と地域経済の活性化に貢献することを目的とし、民泊事業者のホスティング支援を行っている。

農家民泊の推進と空き家活用の取組によって新たな関係人口を創出

長野県飯田市  × Airbnb Japan㈱ × ㈱南信州観光公社

TURNS賞
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かつて、本町をはじめとする過疎地域は、リゾートホテルや大型ショッピングモールを誘致し、経済の活性化、町民の利便性

に応えてきた。しかし、人口減少に伴い撤退が進み、残された商店街は空洞化し、長期的には、まちが活性化するどころか、

シャッター街が進んでいるのが現状である。

一か所に様々な機能を集約し、顧客のニーズに応える大型店舗に対し、清水町版アルベルコディフーゾ「まちまるごとホテ

ル」は、効率性や利便性は低くなるものの、店舗の個性や信頼関係で、まちの経済を活性化しようとする取り組みである。

「民泊」をはじめとする宿泊機能を起点とし、まち全体をホテルとみたて、そこに滞在する観光客、多拠点居住者が、人々との

交流をとおして経済の域内循環力を高めることを狙いとしている。

「つなぐ・つむぐ・つくる」

～つながりと人の流れがあるまち～民泊を活用した地域経済の活性化「まちまるごとホテ

ル」

北海道清水町

LOCAL LETTER
賞
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2023年7月より、全国で先駆けて、全ての小・中学校で水泳授業を民間委託を開始。

子どもたちの泳力向上に加え、これまで 1校に1つのプールを維持するためにかけてきた資源（人、もの、施設、それらを維持

するお金など）を複数の学校でシェアすることで、教師の負担軽減（働き方改革）や、財政負担の軽減につなげることを目的

としている。

プロの指導で子どもたちの泳力向上！まちのプールをみんなでシェア

福岡県古賀市

LOCAL LETTER
賞

●泳力向上に加え、より安心・
安全な教育環境の提供ができ
る。 
●施設維持にかかる負担など、
教員負担を軽減したことによ
り、働き方改革が進んだ。 
●全小中学校が同じ施設で授
業を受けるため、各学校の生
徒数に多少の偏りや変動が
あっても、施設維持や授業の
継続しやすい。
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事業開発に専門性を有する外部複業アドバイザーと職員がひとつのチームとなり企業版ふるさと納税の戦略立案から施策

の実行までを官民共創するプロジェクトを実装。

企業版ふるさと納税の寄付を実現するだけではなく、寄付企業と連携して教育版マインクラフト活用事業をおこない、「クリー

ンエネルギーで住み続けられるまち」をテーマにしたワークショップを開催した。

複業アドバイザーと職員が協働で行う企業版ふるさと納税事業開発プロジェクト

岩手県岩泉町  × 株式会社Another works

特別賞
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北秋田市の森吉山では、世界的にも希少な樹氷が形成されることもあり、近年インバウンドが増加傾向にあるものの、二次

アクセスにおける予約のオンライン化や多言語対応が進んでおらず、そのポテンシャルを生かし切れていない面があった。

そこで、秋田県、北秋田市、更には地元の交通事業者と連携し、 Web・アプリによる事前予約・決済と乗合マッチングに強み

を持つニアミーの予約システムを導入することで二次アクセスにおける特にインバウンドのユーザビリティの改善を図った。

シェアでエコなオンライン予約システムの構築で移動課題の解決へ

秋田県北秋田市  × 株式会社NearMe

特別賞
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雪深い環境を生き抜くための工夫や知恵が世代を超えて受け継がれている奥会津地域！本事業では、その豊かな住民の知恵とスキル、

地域資源を生かし住民が自ら案内人となる体験プログラムを提供する期間イベントを開催。地域ならではの体験を生かした着地型観光を

公民連携して行うことで、より具体的な方針設定とツール活用ができ、新たな観光資源の発掘や関係人口の創出、持続可能な地域づくり

の共創に取り組みました！

特別賞

福島県只見川電源流域振興協議会  (奥会津地域 7町村) 
 × 株式会社SATORU
地域住民の知恵やスキルをシェア『奥会津体験博覧会  せど森の宴』事業
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立科町の新しい取り組みや地域課題解決に関係人口が自発的・継続的に関わり続けることができる仕組みを構築すること

を目的として、場所・人・プロジェクトを可視化・資産化するとともに、地域アントレプレナー育成プログラムを実施  。多様な関

わり方を求める立科ファン同士の有機的つながりが自走、地域経済の循環エンジンとなることを目指した。

立科町の未来を作る関係人口創出事業「タテシナソン NeXT」

長野県立科町  × 株式会社AnyWhere

特別賞



Copyright (c) Sharing Economy Association, Japan all rights reserved.

⽀本三⽀花⽀の⽀つ「第92回⽀浦全国花⽀競技⽀会」にて、学校校庭などを臨時駐⽀場としてシェアし事前予約制とした

ことで交通混雑問題を改善。

DX化・駐⽀場の収益化により、来場者・実⽀委員会・地域住⽀・弊社の「四⽀良し」が実現した。

駐⼈場シェアで四⼈良しが実現！花⼈⼈会における駐⼈場シェア事例

akippa株式会社  × ⼈浦全国花⼈競技⼈会実⼈委員会

特別賞
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「３X３で久喜市を元気に！」を合言葉に結成された「３X３KUKI実行委員会」。

高校生を中心にプロチームや企業、ミニバスチーム、子ども食堂スタッフなど多様なステークホルダーと連携しな

がら、様々な世代が集うコミュニティづくりを実践している。

３X３で実現する多世代コミュニティの構築

埼玉県久喜市  × ３X３KUKI実行委員会

特別賞
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静岡市と株式会社アドレスが連携し、新たに2名の地域おこし協力隊の募集、採用を行った。選考、面談を経て2023年

9月より2名を採用し活動が開始。協力隊はADDressを利用し、全国各地で多拠点生活を行いつつ、コミュニティを活

用し、 ADDressで地域と会員を繋ぐ「街守(まちもり)」も担うことで活動地域内での交流の促進、関係人口や移住者の

誘致を行っている。

地域おこし協力隊  ✕ ADDress で二地域居住促進、関係人口を拡大

静岡県静岡市  × 株式会社アドレス

特別賞
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「おてつたび」のプラットフォームを利用し全国から参加者を募集。鳴門市や農業に関心のある方に、鳴門市の農家で

2週間程度の農業アルバイトを体験してもらうことで、移住交流の促進だけではなく、繁忙期の人手不足解消につなげ

る。

おてつたび、鳴門市と連携し新しいライフスタイル「半農半 X」を推進。

徳島県鳴門市  × 株式会社おてつたび

特別賞
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多様化・複雑化する地域課題に対して、企業やNPO、まちづくり団体などの様々な主体が独自の観点や強みを活かした解決策を提案する

取組を広く公募し、古賀市のまち全体をフィールドとして、企業やNPO、まちづくり団体それぞれの強みを活かすとともに、古賀市の地域資

源をシェアすることで、広く共創による実証実験を行います。

まち全体を共創による課題解決のフィールドに！  ～ まちづくり実証実験  ～
特別賞

福岡県古賀市  
× 株式会社ASPREAD × 福岡工業大学  × 株式会社グルーヴノーツ
× サクラディア合同会社  × 一般社団法人シェアリングエコノミー協会
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佐賀市公式スーパーアプリは、１つのアプリで、多種多様なサービスを利⽀者にワンストップで提供できるプラットフォームです。⽀政サービ

スのみならず、住⽀が地域情報を発信できる地域共創ミニアプリや、企業がサービス提供できる基盤を有し、地域・企業が参画できる特⽀
があります。デジタルの⽀を活⽀して地域課題の解決を図り、住⽀が快適に暮らせるまちづくりを⽀っています。

佐賀市発(初)、地域の「共助」「共有」「共創」を⽀える「共通プラットフォーム」です。

みんなで創る！佐賀市公式スーパーアプリ SAGACITY
特別賞

佐賀市
 × 株式会社オプティム  × ⼈般社団法⼈コード・フォー・ジャパン
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熊本県の苓北町は、多様化する旅客ニーズに対応した宿が少ないという課題を抱える天草エリアにおいて、新たな滞在スタ

イルや、観光・防災拠点として、雲仙天草国立公園「富岡海域公園」の駐車場に安心・安全に車中泊ができる「車泊 (くるまは

く)」・ RVパークsmart を導入し、2024年4月1日よりWebサイトで予約受付を開始します。

※国立公園の公共施設におけるＲＶパーク開設は国内初事例となります。

雲仙天草国立公園をシェアリングして、周遊旅行の活性化を推進する取り組み

天草郡苓北町  × トラストパーク  (九州周遊観光活性化コンソーシアム )

特別賞
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アイキューソフィア株式会社

WEB・スマートフォンアプリを利用して、空いている土地・スペースを誰でも

貸し借りできる駐輪場シェアサービス「みんちゅうSHARE-LIN」を

自治体連携で駐輪場整備を拡充。

「みんちゅう SHARE-LIN」 新宿区他　 12行政と連携協定実施

自治体連携で「みんちゅう SHARE-LIN」を展開することにより、駐輪場の足
りていない駅周辺のわずかな土地や店舗の空きスペースを駐輪場にするこ
とができ、通勤通学等での駐輪場の定期利用及び、店舗を利用する際の短
時間利用のニーズに応えることが可能となります。
また、駅前の放置自転車が減少することで、歩行者等にとっても、駅周辺が
快適な空間となることが期待され、自治体全体の活性化に貢献が可能で
す。

　実施区域にて「みんちゅう  SHARE-LIN」による駐輪場を順次開設し、新
宿区との提携によって、更に区民の皆様に喜んで頂ける自転車利用環境
の実現を目指してまいります。
　これまで12の自治体と協定を結び、大手鉄道会社や金融機関とも連携
しながら全国の不正駐輪対策に努めてまいりました。今後も、駐輪対策に
課題を抱える自治体や団体と連携を図り、不正駐輪対策の輪を全国に広
げて参ります。

新宿区協定式　 新宿区内みんちゅう駐輪場　
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株式会社カスタメディア

地域向け独自コミュニティとシェアエコのサービスが簡単に構築できるプラットフォー

ム。700件以上の導入実績をベースした「型」を活用し低コスト・短納期で構築可能。

モノやスキルのシェアや地域情報の共有を通じて、地域の絆を深め、互助と共生に

基づくシェアリングと温かいコミュニティの形成を支援します。

カスタメディア MASE-Localink-
自治体・地方創生関連の導入事

例

自治体（LG-WANで利用可能）や大手企業での構築実績も多数あり、セキュ

リティ面でも安心して利用できることや、補助金の活用に関する支援などの

サポートも受けることができる点が特徴。

地域SNSポー
タルサイト

買い物代
行

車の乗
合

余剰品・不用品
のシェアリング

共同購入・共
同利用

イベント開催
・参加者募集

家事・労働支援

株式会社MAKOTO 
WILL

長野県 伊那
市

犬山市協働プラ
ザ

兵庫県 神戸市

【地域おこし：才能と再開】地元を離れて
培ったスキルと地域課題の解決で再統
合するマッチングサービス

地方自治体の運営する初の試み！
市民のためのシェアリングエコノミープ
ラットフォーム 　　

犬山で活動する市民が地域資源を
登録・利用できるプラットフォーム 　
　　　　

地域社会と学生のつながりを創出す
る学生コミュニティネットワークサイト 　　　



1. デジタル田園都市国家構想をはじめとした国の政策に沿って地域課題解決

に先駆的に取り組む、全国の自治体の最新情報を得ることができる。

2.近年の各省庁の重点施策に盛り込まれている「シェアリングエコノミー」に関

するワーキンググループや勉強会に無料かつオンラインで参加できる。

3.協議会に参加している自治体や専門家とのネットワークが構築され、CIOな

どの外部人材登用以外でも最新のデジタル活用の情報が入手できる。

協議会への参加費用は無料です。

担当者の方々にご負担をおかけするような制約事項は特にありません。

シェアリングシティ推進協議会に参加するメリット
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参加手続きはこちらから

：https://sharing-economy.jp/ja/city/council
 
ページ下部に「参加申込フォーム」がございます。

「参加申込書(zip)」をダウンロードしていただき、メールでご連絡いた

だいても構いません。ご記入いただいた情報を確認し、事務局より登

録いただいたメールアドレスにご連絡差し上げます。

シェアリングシティ推進協議会への参加

参加いただくと、参加自治体専用ページから

ワーキング概要や過去の動画・資料をご覧いた

だけます。

https://sharing-economy.jp/ja/members
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https://sharing-economy.jp/ja/city/council
https://sharing-economy.jp/ja/members
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シェアエコ2024 トレンド

https://docs.google.com/presentation/d/1CEaKbDSYql2QkxyNHhT804Qk4GiN8BlhvlRIdsiaT-M/edit#slide=id.g2fd7c93d72d_0_765


資源循環型経済への転換①

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画  2024年改訂版」からの抜粋

Ⅵ．ＧＸ・エネルギー・食料安全保障 
１．ＧＸ・エネルギー

（４）循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行

④資源循環市場の創出

ⅳ）循環型ビジネスの拡大 
製品の長期的・効率的利用につながるリユース、リペア、リース、シェアリングエコノ

ミー等を活用できる環境を整備することにより、ライフスタイルの転換を促進する。

環境配慮設計の促進、環境負荷削減効果等の情報開示やリユース製品のトレーサビリ

ティの向上、スタートアップを含む関連サービスのプラットフォームの 活用など新たなビジ

ネスモデルの構築を図る。

2024年6月21日閣議決定



資源循環型経済への転換②



日本版ライドシェア



日本版ライドシェア



空き家課題



空き家関連法①

2023年12月13日施行



空き家関連法②

2024年4月1日施行



空き家活用の選択肢



二拠点・多拠点法案

2024年5月15日閣議決定（6ヶ月以内に施行）



デジタルノマド市場



デジタルノマドビザ

2024年4月1日施行


